知事が取り扱う個人情報の保護に関する規則の改正概要
　今回の規則改正は、高知県個人情報保護条例が改正されたことに伴い、規則の改正が必要となったことから、改正を行おうとするものです。

１　条例改正の概要及び条例改正に伴い規則改正を要する箇所
　・要配慮個人情報
1 条例改正の概要（法改正を踏まえた条例改正）
平成29年5月に改正法が施行された「個人情報の保護に関する法律」及び「行政機関が保有する個人情報の保護に関する法律」（以下「法律」という。）において『要配慮個人情報』が定義され、その項目が法律に定められるとともに、「本人に対する不当な差別、偏見その他の不利益が生じないようにその取扱いに特に配慮を要するもの」については政令及び総務省令に委任されました。
　※要配慮個人情報に係る法律、政令、総務省令の内容は、関連資料の「行政機関個人情報保護法・施行令・施行規則（抜粋）」を参照してください。

高知県個人情報保護条例では、法律改正前から上記の要配慮個人情報について「思想、信条及び信教に関する個人情報並びに社会的差別の原因となるおそれのある個人情報」としてきましたが、国の法律においてその範囲を明確化したことを踏まえ、県においても条例改正を行い、国の規定に準じ、『要配慮個人情報』を条例上に定義し、その範囲を明確化するとともに、「本人に対する不当な差別、偏見その他の不利益が生じないようにその取扱いに特に配慮を要するもの」について、実施機関が定めることとしました。

※条例における要配慮個人情報の定義　改正前後の比較
	改正前
	改正後

	思想、信条及び信教に関する個人情報並びに社会的差別の原因となるおそれのある個人情報
	本人の人種、思想、信条、信教、社会的身分、病歴、犯罪の経歴及び犯罪により害を被った事実その他本人に対する不当な差別、偏見その他の不利益が生じないようにその取扱いに特に配慮を要するものとして実施機関が定める事項が含まれる個人情報


　

2 条例改正に伴い規則改正を要する箇所
○条例において「本人に対する不当な差別、偏見その他の不利益が生じないようにその取扱いに特に配慮を要するもの」として実施機関が定める事項について規則で定める必要がある。
○条例第２条に定める「個人情報取扱事務登録簿」の様式中、要配慮個人情報に関する項目について改正する必要がある。
・個人識別符号
1 条例改正の概要（法改正を踏まえた条例改正）

個人情報の定義の明確化の観点から、新たに法律において『個人識別符号』が規定されました。

　※個人識別符号に係る法律、政令、総務省令の内容は、関連資料の「行政機関個人情報保護法・施行令・施行規則（抜粋）」を参照してください。
条例においても、個人情報の定義の明確化の観点から『個人識別符号』を定義することとし、その範囲については法律で定める範囲と同じものとしました。
※条例における個人識別符号の定義（条例第２条第１号ア（抜粋））
2 条例改正に伴う規則改正を要する箇所
○条例第2条に定める「個人情報取扱事務登録簿」の様式の項目を改正する必要がある。
２　規則改正の概要
1 要配慮個人情報のうち、規則で定める事項
条例改正に伴い、改正後の条例第２条第２項に定める要配慮個人情報のうち、「本人に対する不当な差別、偏見その他の不利益が生じないようにその取扱いに特に配慮を要するものとして実施機関が定める事項」について、次の事項を定めること。
· 行政機関個人情報保護法施行令第４条及び施行規則第５条に定める下記の記述

	次に掲げる心身の機能の障害があること

・身体障害者福祉法における身体上の障害
・知的障害者福祉法における知的障害
・精神障害及び精神障害者福祉に関する法律における精神障害
（発達障害者支援法における発達障害を含む。）
・難病等（治療方法が確立していない疾病等で障害者総合支援法の政令に定めるものによる障害の程度が厚生労働大臣が定める程度であること）

	本人に対して医師その他医療に関連する職務に従事する者により行われた健康診断その他の検査の結果

	健康診断その他の結果に基づき、又は疾病、負傷その他の心身の変化を理由として、本人に対し医師その他の医療に関連する職務に従事する者により心身の状態の改善のための指導又は診療若しくは調剤が行われたこと。

	本人を被疑者又は被告人として、逮捕、捜索、差押え、勾留、公訴の提起その他の刑事事件に関する手続が行われたこと。

	本人を非行少年又はその疑いのある者として、調査、観護の措置、審判、保護処分その他の少年の保護事件に関する手続きが行われたこと。


· 上記以外で、本県においてこれまで要配慮個人情報として取り扱ってきた以下の記述
	生活保護法の規定による扶助を受けたこと（生活保護の受給）。

	成年被後見人、被保佐人、被補助人であること。


2 個人情報取扱事務登録簿
規則に定める個人情報取扱事務登録簿について、下記により改正条例及び規則において規定する内容を追加する他、必要な文言の整理を行う。
(1) 　条例において「個人識別符号」が定義されることに伴い、これまで様式において定めていた『識別番号』を個人情報の独立した項目とし、その中に「個人識別符号」と「その他識別符号」とを区分したうえで、それぞれの項目を定める。

(2) 　条例において「要配慮個人情報」が定義されることに伴い、これまで様式の項目名にあった「思想、信条及び信教に関する個人情報並びに社会的差別の原因となるおそれのある個人情報」を「要配慮個人情報」と改め、その項目について、改正後の条例及び規則で定める事項を定める。
行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第58号。以下「行政機関個人情報保護法」という。）第２条第３項に規定する個人識別符号をいう。








